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○福島大学大学院学則（案） 
昭和５１年５月２５日 

改正 昭和５２年５月１７日 

昭和５２年１１月２２日 

昭和５３年５月２３日 

昭和５４年７月１３日 

昭和５４年９月１１日 

昭和５９年３月３１日 

昭和６０年４月１日 

昭和６１年４月１日 

昭和６２年３月１７日 

昭和６３年３月２９日 

平成元年６月２０日 

平成２年３月３０日 

平成３年３月２６日 

平成３年４月１６日 

平成３年９月１７日 

平成４年４月２１日 

平成４年４月２１日 

平成４年１２月１日 

平成５年４月１日 

平成５年７月６日 

平成６年２月１日 

平成６年４月１日 

平成６年９月２０日 

平成６年１１月２２日 

平成７年７月４日 

平成９年１月２１日 

平成９年７月１５日 

平成１０年４月２１日 

平成１１年１月１９日 
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平成１１年９月１４日 

平成１２年２月２８日 

平成１２年９月５日 

平成１３年２月１３日 

平成１３年３月２７日 

平成１３年９月１８日 

平成１４年２月１９日 

平成１４年３月１９日 

平成１５年２月４日 

平成１５年２月１８日 

平成１５年１０月１４日 

平成１６年４月１日 

平成１６年９月７日 

平成１７年４月１日 

平成１７年６月７日 

平成１７年１２月６日 

平成１８年２月７日 

平成１９年４月１７日 

平成１９年６月１９日 

平成２０年３月１８日 

平成２０年３月１８日 

平成２１年３月１７日 

平成２２年３月１６日 

平成２２年８月３日 

平成２３年３月２９日 

平成２４年４月１７日 

平成２４年８月７日 

平成２５年３月２６日 

平成２８年３月２２日 

平成２８年６月１０日 

平成２９年２月１４日 
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平成３１年３月１９日 

令和 ３年４月 １日 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この学則は、福島大学学則（昭和２４年６月１日制定。以下「学則」という。）第

２条の３第２項の規定に基づき、福島大学大学院（以下「大学院」という。）に関し、必

要な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２条 大学院は、学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥をきわめ、又は高度の専門

性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越した能力を培い、文化の進展に寄与す

ることを目的とする。 

（自己評価等） 

第２条の２ 大学院は、その教育研究水準の向上を図り、前条の目的及び社会的使命を達成

するため、大学院における教育研究活動等の状況について自ら点検及び評価を行い、その

結果を公表するものとする。 

２ 前項の点検及び評価の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

（教育研究活動状況の公表） 

第２条の３ 大学院は、教育研究の成果の普及及び活用の促進に資するため、その教育研究

活動の状況を公表するものとする。 

第２章 組織 

（研究科） 

第３条 大学院に次の研究科を置く。 

人間発達文化研究科 

地域政策科学研究科 

経済学研究科 

共生システム理工学研究科 

（課程） 

第４条 前条の研究科の課程は、修士課程、博士課程及び専門職学位課程とする。 

２ 人間発達文化研究科地域文化創造専攻、人間発達文化研究科学校臨床心理専攻、地域政

策科学研究科及び経済学研究科は修士課程とする。 

３ 共生システム理工学研究科は博士課程とし、前期２年の課程（以下「博士前期課程」と
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いう。）及び後期３年の課程（以下「博士後期課程」という。）に区分し、博士前期課程

は修士課程として取扱うものとする。 

４ 人間発達文化研究科教職実践専攻は専門職学位課程のうち専門職大学院設置基準（平成

１５年文部科学省令第１６号）第２６条第１項に規定する教職大学院の課程（以下「教職

大学院の課程」という。）とする。 

（課程の目的） 

第４条の２ 修士課程及び博士前期課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野

における研究能力又はこれに加えて高度の専門性が求められる職業を担うための卓越し

た能力を培うものとする。 

２ 博士後期課程は、専攻分野について、研究者として自立して研究活動を行い、又はその

他の高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな

学識を養うものとする。 

３ 教職大学院の課程は、専ら幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教

育学校、特別支援学校及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第７項に規定する幼保連携型認定こども園

（以下「小学校等」という。）の高度の専門的な能力及び優れた資質を有する教員の養成

のための教育を行うことを目的とする。 

（専攻及び領域等） 

第５条 次の研究科に当該各専攻を置く。 

人間発達文化研究科 教職実践専攻 地域文化創造専攻 学校臨床心理専攻 

地域政策科学研究科 地域政策科学専攻 

経済学研究科 経済学専攻 経営学専攻 

共生システム理工学研究科 共生システム理工学専攻 環境放射能学専攻 

２ 人間発達文化研究科の各専攻に当該各コース及び各領域を置く。 

教職実践専攻 ミドル・リーダー養成コース 教育実践高度化コース 特別支援教育高

度化コース 

地域文化創造専攻 人間発達支援領域 日英言語文化領域 地域生活文化領域 数理

科学領域 スポーツ健康科学領域 芸術文化領域 

学校臨床心理専攻 臨床心理領域 学校福祉臨床領域 

３ 共生システム理工学研究科の共生システム理工学専攻博士前期課程に当該各分野を置

く。 
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数理・情報システム分野 物理・メカトロニクス分野 

物質・エネルギー科学分野 生命・環境分野 

４ 共生システム理工学研究科の環境放射能学専攻博士前期課程に当該各分野を置く。 

生態学分野 モデリング分野 計測分野 

５ 共生システム理工学研究科の共生システム理工学専攻博士後期課程に当該各領域を置

く。 

共生機械システム領域 産業共生システム領域 環境共生システム領域 

６ 共生システム理工学研究科の環境放射能学専攻博士後期課程に当該各領域を置く。 

環境放射能領域 

 

（講座） 

第５条の２ 研究科の専攻に、講座を置くことができる。 

２ 前項に関する事項は、各研究科において定める。 

（収容定員） 

第６条 大学院の収容定員は、次のとおりとする。 

研究科 専攻 課程 入学定

員 

収容定員 

人間発達文化研

究科 

教職実践専攻 教職大学院の課程 16人 32人 

地域文化創造専攻 修士課程 17 34 

学校臨床心理専攻 修士課程 7 14 

地域政策科学研

究科 

地域政策科学専攻 修士課程 20 40 

経済学研究科 経済学専攻 修士課程 10 20 

経営学専攻 修士課程 12 24 

共生システム理

工学研究科 

共生システム理工学専

攻 

博士前期課程 53 106 

博士後期課程 4 12 

環境放射能学専攻 博士前期課程 7 14 

博士後期課程 2 6 

第３章 標準修業年限、在学年限、学年及び休業日 

（標準修業年限） 

第７条 修士課程の標準修業年限は、２年とする。 
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２ 博士課程の標準修業年限は５年とし、博士前期課程の標準修業年限は２年、博士後期課

程の標準修業年限は３年とする。 

３ 教職大学院の課程の標準修業年限は、２年とする。 

（在学年限） 

第８条 在学できる期間は、標準修業年限の２倍を超えることができない。ただし、第１５

条第１項の規定により入学した者については、修学すべき年数の２倍に相当する年数を超

えることができない。 

２ 前項の規定にかかわらず、第２３条の４に規定する長期履修学生の在学できる期間は、

特別の事情があると認められる場合に限り、修士課程、博士前期課程及び教職大学院の課

程にあっては５年、博士後期課程にあっては７年とすることができる。 

（学年、学期及び休業日） 

第９条 学年、学期及び休業日については、学則の規定を準用する。 

第４章 入学 

（入学時期） 

第１０条 入学の時期は、各学期の始めとする。 

（修士課程及び博士前期課程の入学資格） 

第１１条 修士課程及び博士前期課程に入学できる者は、次の各号のいずれかに該当する者

とする。 

一 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第８３条に規定する大学を卒業した者 

二 学校教育法第１０４条第４項の規定により学士の学位を授与された者 

三 外国において、学校教育における１６年の課程を修了した者 

四 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより

当該外国の学校教育における１６年の課程を修了した者 

五 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１６

年の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制

度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該

課程を修了した者 

六 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、当該

外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずる

ものとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。）において、修業年限が３年以上

である課程を修了すること（当該外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国
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において履修することにより当該課程を修了すること及び当該外国の学校教育制度に

おいて位置付けられた教育施設であって学校教育法施行規則第１５５条第１項第４号

の指定を受けたものにおいて課程を修了することを含む。）により、学士の学位に相当

する学位を授与された者 

七 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める

基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定め

る日以後に修了した者 

八 文部科学大臣の指定した者 

九 大学に３年以上在学した者（外国において学校教育における１５年の課程を修了した

者、又は我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育におけ

る１５年の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校

教育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するもの

の当該課程を修了した者を含む。）であって、大学院において、所定の単位を優れた成

績をもって修得したものと認めた者 

十 大学院において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力が

あると認めた者で、２２歳に達したもの 

（博士後期課程の入学資格） 

第１１条の２ 博士後期課程に入学できる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

一 修士の学位又は専門職学位を有する者 

二 外国において、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

三 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し、修士の学位又

は専門職学位に相当する学位を授与された者 

四 我が国において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度に

おいて位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程

を修了し、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

五 国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実施に伴う特別措置法

（昭和５１年法律第７２号）第１条第２項に規定する１９７２年１２月１１日の国際連

合総会決議に基づき設立された国際連合大学（以下「国際連合大学」という。）の課程

を修了し、修士の学位に相当する学位を授与された者 

六 外国の学校、第４号の指定を受けた教育施設又は国際連合大学の教育課程を履修し、

大学院設置基準（昭和４９年文部省令第２８号）第１６条の２に規定する試験及び審査
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に相当するものに合格し、修士の学位を有する者と同等以上の学力があると認められた

者 

七 文部科学大臣の指定した者（平成元年文部省告示１１８号） 

八 大学院において、個別の入学資格審査により、修士の学位又は専門職学位を有する者

と同等以上の学力があると認めた者で、２４歳に達した者 

（教職大学院の課程の入学資格） 

第１１条の３ 教職大学院の課程に入学できる者は、第１１条各号のいずれかに該当し、か

つ、教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）第４条第２項に規定する普通免許状の

うち小学校教諭、中学校教諭、高等学校教諭、特別支援学校教諭、養護教諭又は栄養教諭

の一種免許状を有する者とする。 

（出願手続） 

第１２条 入学を希望する者は、所定の期日までに入学願書に検定料その他必要な書類を添

えて提出しなければならない。 

（入学者の選考） 

第１３条 入学を希望する者に対しては、別に定めるところにより選考を行う。 

（入学手続及び入学許可） 

第１４条 入学の選考に合格した者は、所定の期日までに、必要な書類を提出し、入学料を

納入しなければならない。 

２ 学長は、前項の手続きを完了した者（第３３条又は第３３条の２の規定に基づき、入学

料の免除又は徴収猶予を申請している者を含む。）に入学を許可する。 

（転入学等） 

第１５条 次の各号の一に該当する者は、選考の上、入学を許可することがある。 

一 大学院に１年以上在学して退学した者又は除籍された者で再入学を希望する者 

二 他の大学の大学院に１年以上在学した者で転入学を希望する者 

２ 前項の規定により入学を許可された者のすでに取得した単位の取扱い及び修学すべき

年数は、研究科委員会において定める。 

第５章 休学、復学、転学、退学、除籍及び留学 

（休学等） 

第１６条 休学、復学、転学、退学及び除籍については、学則の規定を準用する。 

（留学） 

第１７条 外国の大学院等において修学を希望する者は、研究科の長を経由し、学長の許可
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を得て留学することができる。 

２ 留学した期間は、第２５条第１項及び第２項に規定する在学期間に算入することができ

る。 

３ 留学できる期間は、１年を超えることができない。 

４ 第２３条の規定は、留学する場合に準用する。 

第６章 教育方法、授業科目、単位及び履修方法等 

（教育方法） 

第１８条 大学院の教育は、授業科目の授業及び学位論文の作成等に対する指導（以下「研

究指導」という。）によって行う。 

（授業科目等） 

第１９条 大学院における授業科目及び単位数並びに履修方法等については、別に定める。 

（単位） 

第２０条 単位については、学則の規定を準用する。 

（単位の認定） 

第２１条 単位の認定は、試験又は研究報告等により行う。ただし、学位論文の授業科目に

ついては、学修の成果を評価して単位として認めることがある。 

（他研究科の授業科目の履修） 

第２２条 研究科において教育上有益と認めるときは、当該研究科の学生に他の研究科の授

業科目を履修させることができる。 

（他大学院の授業科目の履修） 

第２３条 他の大学の大学院等における授業科目の履修については、学則第１３条の５の規

定を準用する。この場合において同条中「大学又は短期大学」とあるのは、「大学院」と、

同条第１項中「６０単位」とあるのは、修士課程及び博士課程においては、「１０単位」

と、教職大学院の課程においては、「２３単位」と、同条第２項中「当該教育課程におけ

る授業科目を我が国において」とあるのは、「当該教育課程における授業科目を我が国に

おいて履修する場合及び国際連合大学の教育課程における授業科目を」と読み替えるもの

とする。 

（他の大学院又は研究所等における研究指導） 

第２３条の２ 大学院（教職大学院の課程を除く。）において教育上有益と認めるときは、

他の大学の大学院又は研究所等との協議に基づき、学生に当該他の大学院又は研究所等に

おいて研究指導を受けることを認めることがある。ただし、修士課程及び博士前期課程の
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学生について認める場合には、当該研究指導を受ける期間は、１年を超えないものとする。 

２ 前項に関して必要な事項は、別に定める。 

（入学前の既修得単位の認定） 

第２３条の３ 入学前の既修得単位の認定については、修士課程及び博士課程においては、

学則第１３条の７第１項、第３項及び第４項の規定を、教職大学院の課程においては、学

則第１３条の７第１項及び第４項の規定を準用する。この場合において、同条中「大学又

は短期大学」とあるのは「学校教育法第９７条で定める大学院」と、同条第３項中「前２

項」とあるのは「第１項」と、「第１３条の５第１項及び第２項並びに前条第１項により

本学において修得したものとみなす単位数と合わせて６０単位」とあるのは「１０単位」

と読み替えるものとする。 

２ 教職大学院の課程においては、前項の規定による読替え後の福島大学学則第１３条の７

の規定により修得したものとみなすことのできる単位数は、転入学等の場合を除き、教職

大学院の課程において修得した単位以外のものについては、第２３条の規定により教職大

学院において修得したものとみなす単位数及び第２５条第５項の規定により免除する単

位数と合わせて２３単位を超えないものとする。 

（長期履修学生） 

第２３条の４ 職業を有している等の事情により、標準修業年限を超えて一定期間にわたり

計画的に教育課程を履修し課程を修了する学生（以下「長期履修学生」という。）となる

ことを希望する旨を申し出たときは、その計画的な履修を認めることができる。 

２ 前項に規定するもののほか、長期履修学生に関し必要な事項は、別に定める。 

（科目等履修生の単位授与） 

第２３条の５ 科目等履修生の単位授与については、第２１条及び学則第１３条の９第１項

の規定を準用する。 

（教員免許状） 

第２４条 幼稚園教諭、小学校教諭、中学校教諭、高等学校教諭、特別支援学校教諭、養護

教諭又は栄養教諭の１種免許状授与の所要資格を有する者で、当該免許状又は当該免許状

の免許教科等に係る幼稚園教諭、小学校教諭、中学校教諭、高等学校教諭、特別支援学校

教諭、養護教諭又は栄養教諭の専修免許状授与の所要資格を取得しようとする者は、教育

職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）及び教育職員免許法施行規則（昭和２９年文部

省令第２６号）に定める所要の単位を修得しなければならない。 

２ 大学院において当該所要資格を取得できる専修免許状の免許教科等は、次のとおりとす
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る。 

研究科 専攻 免許状の種類（免許教科等） 

人間発達文化研究科 教職実践専攻 幼稚園教諭の専修免許状 

小学校教諭の専修免許状 

中学校教諭の専修免許状 

（国語、社会、数学、理科、音楽、美術、保

健体育、家庭、英語） 

高等学校教諭の専修免許状 

（国語、地理歴史、公民、数学、理科、音楽、

美術、保健体育、家庭、農業、工業、商業、

水産、福祉、英語） 

特別支援学校教諭の専修免許状 

（知的障害者、肢体不自由者及び病弱者（身

体虚弱者を含む。）に関する教育の領域） 

養護教諭の専修免許状 

栄養教諭の専修免許状 

地域文化創造専攻 幼稚園教諭の専修免許状 

小学校教諭の専修免許状 

中学校教諭の専修免許状 

（国語、社会、数学、音楽、美術、保健体育、

家庭、英語） 

高等学校教諭の専修免許状 

（国語、地理歴史、公民、数学、音楽、美術、

保健体育、家庭、英語） 

学校臨床心理専攻 幼稚園教諭の専修免許状 

小学校教諭の専修免許状 

中学校教諭の専修免許状 

（国語、社会、数学、音楽、美術、保健体育、

家庭、英語） 

高等学校教諭の専修免許状 

（国語、地理歴史、公民、数学、音楽、美術、
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保健体育、家庭、英語） 

地域政策科学研究科 地域政策科学専攻 中学校教諭の専修免許状 

（社会） 

高等学校教諭の専修免許状 

（地理歴史、公民） 

経済学研究科 経済学専攻 中学校教諭の専修免許状 

（社会） 

高等学校教諭の専修免許状 

（公民） 

経営学専攻 高等学校教諭の専修免許状 

（商業） 

共生システム理工学

研究科 

共生システム理工学専

攻 

（博士前期課程） 

中学校教諭の専修免許状 

（理科、技術） 

高等学校教諭の専修免許状 

（理科、工業、情報） 

第７章 課程の修了及び学位 

（課程の修了） 

第２５条 修士課程又は博士前期課程を修了するためには、当該課程に２年以上在学して所

定の授業科目について３０単位以上の単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、

当該課程の目的に応じ、修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査及び最終試

験に合格しなければならない。ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げた者につ

いては、当該課程に１年以上在学すれば足りるものとする。 

２ 博士後期課程を修了するためには、当該課程に３年以上在学して所定の授業科目につい

て２０単位以上の単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、大学院の行う博士論

文の審査及び最終試験に合格しなければならない。ただし、在学期間に関しては、優れた

研究業績を上げた者については、次の各号に掲げる年数以上在学すれば足りるものとする。 

一 修士課程又は博士前期課程に２年以上在学し、当該課程を修了した者にあっては、当

該課程における２年の在学期間を含み３年以上 

二 修士課程又は博士前期課程において優れた業績を上げ、１年以上２年未満の在学期間

で当該課程を修了した者にあっては、当該課程における在学期間を含み３年以上 

三 修士の学位を有する者と同等以上の学力があると認められて入学した者にあっては
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１年以上 

３ 修士論文、特定の課題についての研究の成果又は博士論文の審査及び最終試験は、研究

科委員会が行う。 

４ 教職大学院の課程を修了するためには、当該課程に２年以上在学して４６単位以上（高

度の専門的な能力及び優れた資質を有する教員に係る実践的な能力を培うことを目的と

して小学校等その他の関係機関で行う実習に係る１０単位以上を含む。）を修得しなけれ

ばならない。 

５ 教職大学院の課程は、教育上有益と認めるときは、当該課程に入学する前の小学校等の

教員としての実務の経験を有する者について、１０単位を超えない範囲で、前項に規定す

る実習により修得する単位の全部又は一部を免除することができる。 

（学位） 

第２６条 修士課程又は博士前期課程を修了した者には、修士の学位を授与する。 

２ 博士後期課程を修了した者には、博士の学位を授与する。 

３ 教職大学院の課程を修了した者には、教職修士（専門職）の学位を授与する。 

４ 学位の授与に関しては、別に定める。 

第８章 科目等履修生、研究生、特別聴講学生、特別研究学生及び外国人留学生 

（科目等履修生） 

第２７条 大学院において、科目等履修生を希望するときは、選考の上、許可することがあ

る。 

２ 前項に関する規程は、別に定める。 

（研究生） 

第２７条の２ 大学院において、特定の専門事項について研究することを希望する者がある

ときは、選考の上、研究生として入学を許可することがある。 

２ 前項に関する規程は、別に定める。 

（特別聴講学生） 

第２８条 他の大学の大学院（外国の大学院を含む。）の学生で、大学院における授業科目

の履修を希望する者があるときは、当該他の大学院との協議に基づき、特別聴講学生とし

て聴講を許可することがある。 

２ 前項に関して必要な事項は、別に定める。 

（特別研究学生） 

第２８条の２ 他の大学の大学院（外国の大学院を含む。）の学生で、大学院において研究
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指導を受けることを希望する者があるときは、当該他の大学院との協議に基づき、特別研

究学生として受入れを許可することがある。 

２ 前項に関して必要な事項は、別に定める。 

（外国人留学生） 

第２９条 外国人で、大学院において教育を受ける目的をもつて入国し、大学院に入学を希

望する者があるときは、選考の上、外国人留学生として入学を許可することがある。 

２ 前項に関して必要な事項は、別に定める。 

第９章 検定料、入学料、授業料及び寄宿料 

（検定料、入学料、授業料及び寄宿料の額） 

第３０条 検定料、入学料、授業料及び寄宿料の額は、国立大学法人福島大学学生納付金規

則（平成１６年４月１日制定。以下「学生納付金規則」という。）の定めるところによる。 

（検定料等の不徴収） 

第３０条の２ 第１５条第１項第２号の規定に基づき転入学する者のうち、入学検定料及び

入学料に関する協定（検定料及び入学料を相互に不徴収とするものに限る。）を締結して

いる他の大学の大学院から転入学する者に係る検定料及び入学料は、徴収しない。 

２ 第２８条に基づく特別聴講学生及び第２８条の２に基づく特別研究学生に係る検定料

及び入学料は、徴収しない。 

３ 特別聴講学生及び特別研究学生のうち、次の各号の一に該当する者については、授業料

を徴収しない。 

一 国立大学の学生 

二 大学間相互単位互換協定（授業料を相互に不徴収とするものに限る。）に基づき、大

学院の授業科目を履修する公立又は私立大学の学生 

三 大学間特別研究学生交流協定（授業料を相互に不徴収とするものに限る。）に基づき、

大学院において研究指導を受ける公立又は私立大学の学生 

四 大学間交流協定（授業料を相互に不徴収とするものに限る。）に基づく外国人留学生 

４ 大学院の修士課程、博士前期課程又は教職大学院の課程を修了し、引き続き博士後期課

程に進学する者に係る検定料及び入学料は、徴収しない。 

（授業料） 

第３１条 授業料は、前期及び後期に区分し、次の各号に掲げる納期までに納入しなければ

ならない。 

一 前期（４月から９月までの分） ４月末日 
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二 後期（１０月から翌年３月までの分） １０月末日 

２ 前項の規定にかかわらず、前期に係る授業料を納入するときに、学生の申出があったと

きは、当該年度の前期及び後期に係る授業料を併せて納入することができる。 

３ 第１項の規定にかかわらず、必要と認められる場合には、別に納入すべき日を定めるこ

とができる。 

（寄宿料） 

第３１条の２ 入寮を許可された者は、毎月所定の期日までに寄宿料を納入しなければなら

ない。 

（検定料等の返付） 

第３２条 納入された検定料、入学料、授業料及び寄宿料は、返付しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、第３１条第２項の規定により、当該年度の後期に係る授業料

を納入した者が、後期に係る授業料の納期前に休学又は退学した場合には、後期分の授業

料に相当する額を返還するものとする。 

（入学料の免除） 

第３３条 第１４条第１項の規定にかかわらず、入学料の納入が著しく困難な者に対しては、

入学料の全部又は一部を免除することがある。 

２ 前項に規定するもののほか、特別の事情のある者に対しては、入学料の全部又は一部を

免除することがある。 

３ 前２項についての手続き等は、別に定める。 

（入学料の徴収猶予） 

第３３条の２ 入学料の納入が困難な者に対しては、入学料の徴収を猶予することがある。 

２ 前項に関する規程は、別に定める。 

（授業料の免除等） 

第３４条 経済的理由によって授業料の納入が困難であり、かつ、学業が優秀と認められる

者又はその他止むを得ない事情があると認められる者に対しては、授業料の全部若しくは

一部を免除し、又は徴収を猶予することがある。 

２ 前項の規定にかかわらず、博士後期課程の学生においては、学業が優秀と認められる者

に対して、授業料の全部若しくは一部を免除することがある。 

３ 休学又は退学を許可された者及び除籍された者の授業料は、所定の算式により免除する

ことができる。 

４ 前３項についての手続き等は、別に定める。 

- 15 -



福島大学大学院学則 

16/25 

（寄宿料の免除） 

第３４条の２ 災害を受け寄宿料の納入が著しく困難であると認められる者及び特別の事

情がある者に対しては、寄宿料を免除することがある。 

２ 前項に関する規程は、別に定める。 

第１０章 教員組織 

（教員組織） 

第３５条 大学院における授業及び研究指導は、教授が担当する。ただし、必要があるとき

は、准教授、講師又は助教に担当させることができる。 

第１１章 運営組織 

（研究科長） 

第３６条 大学院の各研究科に研究科長を置き、当該基礎となる学類の長をもって充てる。 

２ 研究科長は、当該研究科に関する事務を掌理する。 

（研究科委員会） 

第３７条 大学院の各研究科に関する重要な事項を審議するため、それぞれ研究科委員会を

置く。 

２ 研究科委員会の組織及び運営については、別に定める。 

第１２章 賞罰 

（賞罰） 

第３８条 賞罰については、学則の規定を準用する。 

第１３章 雑則 

（学則等の準用） 

第３９条 この学則に規定するもののほか、大学院の学生に関し必要な事項については、学

則及び本学の諸規程中、学生に係る規定を準用する。この場合において「学類」を「研究

科」に、「学類長」を「研究科長」に、「学類教員会議」を「研究科委員会」にそれぞれ

読み替えるものとする。 

（この学則の改正） 

第４０条 この学則を改正するときは、研究科委員会の議を経なければならない。 

附 則 

１ この学則は、昭和５１年５月２５日から施行する。 

２ 昭和５１年度に入学した者の在学年数の計算に関しては、昭和５１年４月１日から大学

院に在学していたものとみなす。 
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附 則 

この学則は、昭和５２年５月１７日から施行し、昭和５２年４月１日から適用する。 

附 則 

改正 昭和５３年５月２３日 

この規則は、昭和５２年１１月２２日から施行し、昭和５２年４月１日から適用する。 

附 則 

この規則は、昭和５３年５月２３日から施行し、昭和５３年４月１日から適用する。 

附 則 

この規則は、昭和５４年７月１３日から施行し、昭和５４年４月１日から適用する。 

附 則 

この規則は、昭和５４年９月１１日から施行する。 

附 則 

この規則は、昭和５９年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この規則は、昭和６０年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の福島大学大学院学則第６条に規定する学生定員は、同条の規定

にかかわらず、昭和６０年度にあつては、次のとおりとする。 

研究科 専攻 入学定員 総定員 

教育学研究科 学校教育専攻 5人 5人

教科教育専攻 15 15

経済学研究科 経済学専攻 22 44

附 則 

１ この規則は、昭和６１年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の福島大学大学院学則第６条に規定する学生定員は、同条の規定

にかかわらず、昭和６１年度にあつては、次のとおりとする。 

研究科 専攻 入学定員 総定員 

教育学研究科 学校教育専攻 5人 10人

教科教育専攻 15 30

経済学研究科 経済学専攻 12 34

経営学専攻 10 10

附 則 
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この規則は、昭和６２年３月１７日から施行し、昭和６２年度の入学に係るものから適用

する。 

附 則 

この規則は、昭和６３年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この規則は、平成元年６月２０日から施行し、平成元年４月１日から適用する。 

２ この規則による改正後の福島大学大学院学則第６条に規定する教育学研究科教科教育

専攻の総定員は、同条の規定にかかわらず、平成元年度にあっては、３３人とする。 

附 則 

この規則は、平成２年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この規則は、平成３年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の福島大学大学院学則第３１条第３項の規定は、平成３年度の入

学に係るものから適用する。 

附 則 

１ この規則は、平成３年４月１６日から施行し、平成３年４月１２日から適用する。 

２ この規則による改正後の福島大学大学院学則（以下「改正学則」という。）第６条に規

定する教育学研究科教科教育専攻の総定員は、同条の規定にかかわらず、平成３年度にあ

っては、４２人とする。 

附 則 

１ この規則は、平成３年９月１７日から施行する。 

２ 平成３年度の入学に係る研究生及び聴講生に係る検定料の額は、この規則による改正後

の福島大学大学院学則（以下「改正学則」という。）別表（第３０条第２項）の規定にか

かわらず、なお、従前の例による。 

３ 平成３年１０月１日以後において、平成３年度の入学に係る研究生及び聴講生の入学料

の額は、改正学則別表（第３０条第２項）の規定にかかわらず、研究生については、６０，

０００円、聴講生については、２０，０００円とする。 

附 則 

１ この規則は、平成４年４月２１日から施行し、平成４年４月１日から適用する。 

２ この規則による改正後の福島大学大学院学則第６条に規定する教育学研究科教科教育

専攻の収容定員は、同条の規定にかかわらず、平成４年度にあっては、５７人とする。 
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附 則 

この規則は、平成４年４月２１日から施行し、平成４年４月１０日から適用する。 

附 則 

１ この規則は、平成４年１２月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の福島大学大学院学則（以下「改正学則」という。）第１１条の

規定は、平成４年７月１６日から、別表（第３０条第２項）の規定は、平成４年１１月２

日から適用する。 

３ 平成４年１１月２日以後における平成４年度の入学に係る研究生及び聴講生の授業料

の額は、改正学則別表（第３０条第２項）の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則 

１ この規則は、平成５年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の福島大学大学院学則第６条に規定する地域政策科学研究科地

域政策科学専攻の収容定員は、同条の規定にかかわらず、平成５年度にあっては、１２人

とする。 

附 則 

１ この規則は、平成５年７月６日から施行する。 

２ 平成５年度の入学に係る入学料及び検定料の額は、この規則による改正後の福島大学大

学院学則別表（第３０条第２項）の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則 

１ この規則は、平成６年２月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 施行日において在学している者の入学前の既修得単位の取扱いについては、この規則に

よる改正後の福島大学大学院学則第２３条の３の規定を適用する。 

附 則 

この規則は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成６年９月２０日から施行する。 

附 則 

１ この規則は、平成６年１１月２２日から施行する。 

２ 平成６年度の入学に係る授業料の額は、この規則による改正後の福島大学大学院学則別

表（第３０条第２項）の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則 
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１ この規則は、平成７年７月４日から施行する。 

２ 平成７年度の入学に係る入学料及び検定料の額は、この規則による改正後の福島大学大

学院学則別表（第３０条第２項）の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則 

この規則は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この規則は、平成９年７月１５日から施行する。 

２ 平成９年度の入学に係る入学料及び検定料の額は、この規則による改正後の福島大学大

学院学則別表（第３０条第２項）の規定にかかわらず、なお、従前の例による。 

附 則 

この規則は、平成１０年４月２１日から施行し、平成１０年４月１日から適用する。 

附 則 

１ この規則は、平成１１年４月１日から施行する。 

２ 平成１０年度の入学に係る授業料の額は、この規則による改正後の福島大学大学院学則

別表（第３０条第２項）の規定にかかわらず、なお、従前の例による。 

附 則 

この規則は、平成１１年９月１４日から施行する。 

附 則 

１ この規則は、平成１２年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の福島大学大学院学則第５条第３項の規定は、平成１２年度の入

学に係るものから適用する。 

附 則 

この規則は、平成１２年９月５日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成１３年２月１３日から施行し、平成１３年１月６日から適用する。 

附 則 

この規則は、平成１３年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この規則は、平成１３年４月１日から施行する。 

２ 平成１３年３月３１日から引き続き教育学研究科に在学する者の教員免許状授与の所

得資格を取得できる専修免許状の種類（免許教科）は、この規則による改正後の福島大学
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大学院学則（以下「改正学則」という。）第２４条第２項の規定にかかわらず、なお、従

前の例による。 

３ 改正学則第６条に規定する教育学研究科学校臨床心理専攻の収容定員は、同上の規定に

かかわらず、平成１３年度にあっては、９人とする。 

附 則 

この規則は、平成１３年９月１８日から施行し、平成１４年度の入学に係る者から適用す

る。 

附 則 

１ この規則は、平成１４年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の福島大学大学院学則第６条に規定する地域政策科学研究科地

域政策科学専攻の収容定員は、同条の規定にかかわらず、平成１４年度にあっては、３２

人とする。 

附 則 

この規則は、平成１４年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成１５年２月４日から施行し、平成１５年度入学者から適用する。 

附 則 

この規則は、平成１５年２月１８日から施行し、平成１４年度入学者から適用する。 

附 則 

この規則は、平成１５年１０月１４日から施行し、平成１６年度入学に係る志願者から適

用する。 

附 則 

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成１６年１０月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成１７年６月７日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成１７年１２月６日から施行する。 
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附 則 

この規則は、平成１８年２月７日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成１９年４月１７日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。 

附 則 

この学則は、平成１９年６月１９日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。 

附 則 

この学則は、平成２０年３月１８日から施行し、平成１９年１２月２６日から適用する。 

附 則 

１ この学則は、平成２０年４月１日から施行する。 

２ この学則による改正後の福島大学大学院学則第６条に規定する共生システム理工学研

究科共生システム理工学専攻の収容定員は、同条の規定にかかわらず、平成２０年度にあ

っては、６０人とする。 

附 則 

１ この学則は、平成２１年４月１日から施行する。 

２ 改正前の福島大学大学院学則（以下「大学院学則」という。）第３条に規定する教育学

研究科及び第５条第１項に規定する教育学研究科各専攻（以下「教育学研究科等」という。）

は、この学則による改正後の大学院学則第３条及び第５条第１項の規定にかかわらず、平

成２１年３月３１日に当該教育学研究科等に在学する者が、当該教育学研究科等に在学し

なくなる日までの間、存続するものとする。 

３ この学則による改正後の大学院学則第６条に規定する人間発達文化研究科及び教育学

研究科の収容定員は、同条の規定にかかわらず、平成２１年度にあっては、次のとおりと

する。 

研究科 専攻 収容定員 

人間発達文化研究科 教職教育専攻 11人 

地域文化創造専攻 20 

学校臨床心理専攻 9 

教育学研究科 学校教育専攻 5 

学校臨床心理専攻 9 

教科教育専攻 33 

４ 平成２１年３月３１日に教育学研究科等に在学する者の教員免許状授与の所要資格を
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取得できる専修免許状の免許教科等は、この学則による改正後の大学院学則第２４条第２

項の規定にかかわらず、なお、従前の例による。 

附 則 

１ この学則は、平成２２年４月１日から施行する。 

２ 平成２２年３月３１日に共生システム理工学研究科に置かれている共生システム理工

学専攻修士課程は、この学則による改正後の福島大学大学院学則（以下「大学院学則」と

いう。）第４条第３項の規定にかかわらず、平成２２年３月３１日に当該専攻修士課程に

在学する者が、当該専攻修士課程に在学しなくなる日までの間、存続するものとする。 

３ この学則による改正後の大学院学則第５条第３項の規定は、平成２２年度の入学に係る

者から適用し、平成２２年３月３１日から引き続き在学する者にあっては、なお、従前の

例による。 

４ この学則による改正後の大学院学則第６条に規定する共生システム理工学研究科共生

システム理工学専攻博士後期課程の収容定員は、同条の規定にかかわらず、平成２２年度

にあっては６人とし、平成２３年度にあっては１２人とする。 

５ この学則による改正後の大学院学則第１１条の２の規定は、平成２２年度の入学に係る

者から適用する。 

６ この学則による改正後の大学院学則第３０条の２第４項の規定は、平成２２年度の進学

に係る者から適用する。 

７ 平成２２年３月３１日に共生システム理工学研究科共生システム理工学専攻修士課程

に在学する者の教員免許状授与の所要資格を取得できる専修免許状の免許教科等は、この

学則による改正後の大学院学則第２４条第２項の規定にかかわらず、なお、従前の例によ

る。 

附 則 

この学則は、平成２２年８月３日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成２４年４月１７日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

附 則 

この学則は、平成２４年８月７日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

附 則 
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この学則は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成２８年６月１０日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 

附 則 

１ この学則は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、この学則による改正後の大学

院学則（以下「改正学則」という。）第３３条第２項及び第３項の規定は、制定の日から

施行する。 

２ 改正前の福島大学大学院学則（以下「大学院学則」という。）第５条第１項に規定する

人間発達文化研究科教職教育専攻は、改正学則第５条第１項の規定にかかわらず、平成２

９年３月３１日に当該専攻に在学する者が、当該専攻に在学しなくなる日までの間、存続

するものとする。 

３ 改正学則第６条に規定する人間発達文化研究科の収容定員は、同条の規定にかかわらず、

平成２９年度にあっては、次のとおりとする。 

研究科 専攻 収容定員 

人間発達文化研究科 教職実践専攻 16人 

教職教育専攻 11 

地域文化創造専攻 37 

学校臨床心理専攻 16 

４ 平成２９年３月３１日に人間発達文化研究科教職教育専攻に在学する者の教員免許状

授与の所要資格を取得できる専修免許状の免許教科等は、改正学則第２４条第２項の規程

にかかわらず、なお、従前の例による。 

附 則 

１ この学則は、平成３１年４月１日から施行し、平成３１年度入学に係る志願者から適用

する。 

２ この学則による改正後の福島大学大学院学則第６条に規定する共生システム理工学研

究科共生システム理工学専攻（博士前期課程）及び環境放射能学専攻（修士課程）の収容

定員は、同条の規定にかかわらず、平成３１年度にあっては、次のとおりとする。 

研究科 専攻 収容定員 

共生システム理工学研究科 共生システム理工学専攻 113人 
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環境放射能学専攻 7人 

附 則 

１ この学則は、令和３年４月１日から施行し、令和３年度入学に係る志願者から適用する。 

２ 令和３年３月３１日に共生システム理工学研究科に置かれている環境放射能学専攻修

士課程は、この学則による改正後の福島大学大学院学則（以下「大学院学則」という。）

第４条第３項の規定にかかわらず、令和３年３月３１日に当該専攻修士課程に在学する者

が、当該専攻修士課程に在学しなくなる日までの間、存続するものとする。 

３ 大学院学則第６条に規定する共生システム理工学研究科共生システム理工学専攻（博士

後期課程）並びに環境放射能学専攻（博士後期課程）の令和３年度及び令和４年度におけ

る収容定員は、同条の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

研究科 専攻 

 

収容定員 

令和３年度 令和４年度 

共生システム理工学研究科 共生システム理工学専攻 16人 14人 

環境放射能学専攻 2人 4人 
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福島大学大学院学則の変更事項を記載した書類 

 

 

【改正事由】 

・本学大学院共生システム理工学研究科博士後期課程に環境放射 

能学専攻を設置する。 

・設置に伴い、「福島大学大学院学則」は以下の改正を行う。 

 

 

【変 更 点】 

 

〇福島大学大学院学則  

 ・第４条（第２項及び第３項） 

環境放射能学専攻を修士課程から博士前期課程に変更する 

ことに伴う改正。 

 

・第５条（第４項） 

環境放射能学専攻を修士課程から博士前期課程に変更す 

ることに伴う改正。 

 

・第５条（第６項） 

    共生システム理工学研究科の博士後期課程として環境放 

射能学専攻を設置することに伴う改正。 

 

・第６条（表） 

共生システム理工学研究科の博士後期課程の収容定員変更 

   に伴う改正。 

   

 ・附則 

   第１項：施行日及び入学志願者への適用規定。 

第２項：施行日以前に在学する者に対する経過措置。 

第３項：第６条表中の収容定員に関する経過措置。 
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福島大学大学院学則の一部を改正する学則 新旧対照表（案） 

改正 令和３年４月１日 

改正後 現行 

(課程) (課程) 

第４条 前条の研究科の課程は、修士課程、博士課程及び専門職学位課

程とする。 
第４条 前条の研究科の課程は、修士課程、博士課程及び専門職学位課

程とする。 

２ 人間発達文化研究科地域文化創造専攻、人間発達文化研究科学校臨

床心理専攻、地域政策科学研究科及び経済学研究科は修士課程とする。 
２ 人間発達文化研究科地域文化創造専攻、人間発達文化研究科学校臨

床心理専攻、地域政策科学研究科、経済学研究科及び共生システム理

工学研究科環境放射能学専攻は修士課程とする。 

３ 共生システム理工学研究科は博士課程とし、前期２年の課程(以下「博

士前期課程」という。)及び後期３年の課程(以下「博士後期課程」とい

う。)に区分し、博士前期課程は修士課程として取扱うものとする。 

３ 共生システム理工学研究科共生システム理工学専攻は博士課程と

し、前期２年の課程(以下「博士前期課程」という。)及び後期３年の課

程(以下「博士後期課程」という。)に区分し、博士前期程は修士課程と

して取扱うものとする。 

４ （略） 
 

４ （同左） 

(専攻及び領域等) (専攻及び領域等) 

第５条 １～３（略） 第５条 １～３（同左） 

４ 共生システム理工学研究科の環境放射能学専攻博士前期課程に当該

各分野を置く。 
４ 共生システム理工学研究科の環境放射能学専攻修士課程に当該各分

野を置く。 

生態学分野 モデリング分野 計測分野 
５ （略） 

生態学分野 モデリング分野 計測分野 
５ （同左） 
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６ 共生システム理工学研究科の環境放射能学専攻博士後期課程に当該

各領域を置く。 
環境放射能領域 

（新設） 

  

(収容定員) (収容定員) 

第６条 大学院の収容定員は、次のとおりとする。 第６条 大学院の収容定員は、次のとおりとする。 

研究科 専攻 課程 入学定

員 
収容定員 

人間発達文化研

究科 
（略） 

地域政策科学研

究科 
（略） 

経済学研究科 （略） 

共生システム理

工学研究科 
共生システム理工学

専攻 
博士前期課程 53 106 
博士後期課程 4 12 

環境放射能学専攻 博士前期課程 7 14 
博士後期課程 2 6 

 

附 則 

１ この学則は、令和３年４月１日から施行し、令和３年度入学に係る志

願者から適用する。 

研究科 専攻 課程 入学定

員 
収容定員 

人間発達文化研

究科 
（同左） 

地域政策科学研

究科 
（同左） 

経済学研究科 （同左） 

共生システム理

工学研究科 
共生システム理工学

専攻 
博士前期課程 53 106 
博士後期課程 6 18 

環境放射能学専攻 修士課程 7 14 
（新設） 
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２ 令和３年３月３１日に共生システム理工学研究科に置かれている環

境放射能学専攻修士課程は、この学則による改正後の福島大学大学院学

則（以下「大学院学則」という。）第４条第３項の規定にかかわらず、

令和３年３月３１日に当該専攻修士課程に在学する者が、当該専攻修士

課程に在学しなくなる日までの間、存続するものとする。 

３ 大学院学則第６条に規定する共生システム理工学研究科共生システ

ム理工学専攻（博士後期課程）並びに環境放射能学専攻（博士後期課程）

の令和３年度及び令和４年度における収容定員は、同条の規定にかかわ

らず、次のとおりとする。 

 

研究科 専攻 

 

収容定員 

令和３年度 令和４年度 

共生システム

理工学研究科 

共生システム理工学

専攻 

16人 14人 

環境放射能学専攻 2人 4人 
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○福島大学大学院研究科委員会規則 
平成１６年９月２１日 

改正 平成１９年４月１７日 

平成２２年３月１６日 

平成２７年２月１６日 

令和元年１０月１日 

（趣旨） 

第１条 福島大学大学院学則（昭和５１年５月２５日制定。以下「大学院学則」という。）

第３７条第２項の規定に基づく福島大学大学院研究科委員会（以下「研究科委員会」とい

う。）の組織及び運営については、この規則の定めるところによる。 

（組織） 

第２条 研究科委員会は、次の委員をもって組織する。 

一 研究科長 

二 研究科担当の専任教授 

２ 研究科委員会において必要があると認めたときは、大学院学則第３５条ただし書きに規

定する准教授、講師及び助教を加えることができる。 

（審議事項） 

第３条 研究科委員会は、学長が当該研究科における次の各号について決定を行うに当たり

意見を述べるものとする。 

一 大学院学生の入学、課程の修了及び在籍に関する事項 

二 学位論文等の審査、最終試験及び学位の授与に関する事項 

三 研究科の教育課程の編成及び教育内容の改善・充実に関する事項 

四 大学院担当教員の教育研究業績に関する事項 

２ 前項に規定するもののほか、研究科委員会は、学長及び研究科長（以下「学長等」とい

う。）がつかさどる教育研究に関する事項について審議し、及び学長等の求めに応じ、意

見を述べることができる。 

（運営） 

第４条 研究科委員会は、研究科長が招集し、その議長となる。 

２ 研究科長に事故あるときは、研究科長が指名した教授が議長となる。 

３ 研究科長は、委員の半数以上の要求があった場合には、研究科委員会を招集しなければ

ならない。 
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第５条 研究科委員会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。ただ

し、第３条第１項第２号及び第４号に係るものについては別に定める。 

２ 研究科委員会の議事は、別に定めのある場合を除き出席委員の過半数で決し、可否同数

のときは、議長が決する。 

３ 休職中及び海外旅行中の委員は、委員の総数に算入しない。 

（事務） 

第６条 研究科委員会に関する事務は、各学類支援室において行う。 

（規則の改正） 

第７条 この規則を改正するときは、各研究科委員会の議を経なければならない。 

（補則） 

第８条 この規則に定めるもののほか、研究科委員会の議事及び運営に関する必要な事項は、

研究科委員会が定める。 

附 則 

この規則は、平成１６年１０月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成１９年４月１７日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。 

附 則 

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和元年１０月１日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 
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○福島大学大学院共生システム理工学研究科規程（案） 
平成２０年３月３１日 

改正 平成２２年３月３１日 

平成２３年３月３１日 

平成２３年９月２８日 

平成２４年４月１７日 

平成２６年３月１２日 

平成２６年３月１２日 

平成２７年３月２７日 

平成２７年１１月１８日 

平成２８年３月３０日 

平成２９年３月２７日 

平成３０年３月１４日 

平成３１年３月１９日 

令和 ３年４月 １日 

（趣旨） 

第１条 福島大学大学院共生システム理工学研究科（以下「研究科」という。）学生の履

修等に関する事項は、福島大学大学院学則（昭和５１年５月２５日制定。以下「学則」

という。）に定めるもののほか、この規程の定めるところによる。 

（目的） 

第２条 研究科は、「共生」のシステム科学という新たな枠組みの中で、２１世紀の課題

解決に向けた広範で多様な研究・教育を行い、地域に貢献できる人材と実践的な力を有

する高度専門職業人・研究者を育成することを目的とする。 

２ 研究科の各専攻の目的は、次の各号に掲げるとおりとする。 

一 共生システム理工学専攻 人・産業・環境が共生する社会を構築するために必要な

課題に中長期的視点で総合的に取り組むことができ、獲得した知見を社会の課題解決

に活用できる人材と実践的な力を有する専門職業人を育成する。 

二 環境放射能学専攻 人工および天然放射性核種の、計測、モニタリング計画、制

御、予測、評価などに中長期的視点で総合的に取り組むことができ、環境防護、予測

評価、環境修復、廃炉、中間貯蔵、浄化などの分野に貢献するとともに、その知見を

社会の課題解決に活用できる人材と実践的な力を有する専門職業人を育成する。 
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（入学者の選考） 

第３条 学則第１３条に規定する入学者の選考は、学力試験等の結果に基づき、研究科委

員会の議を経て研究科長が行う。 

（所属分野又は領域） 

第４条 学生は、博士前期課程にあっては学則第５条第３項及び第４項に規定する分野、

博士後期課程にあっては学則第５条第５項及び第６項に規定する領域のいずれかに所属

しなければならない。 

２ 分野又は領域の所属は、入学後に決定する。 

（研究指導教員） 

第５条 学生には、研究指導教員を定める。 

２ 研究指導教員の決定は、研究科委員会が行う。 

（授業の方法） 

第６条 授業は、講義、演習、実験・実習のいずれかにより、又は、これらの併用により

行うものとする。 

２ 前項の授業は、文部科学大臣が定めるところにより、多様なメディアを高度に利用し

て、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 

（履修方法） 

第７条 共生システム理工学専攻の学生は、博士前期課程にあっては別表１に定める開設

授業科目のうちから、別表２に定める履修基準により、博士後期課程にあっては別表３

に定める開設授業科目のうちから、別表４に定める履修基準により履修しなければなら

ない。ただし、学則第２５条第１項及び第２項のただし書きによる在学期間の短縮を希

望する者は、別表１及び別表３の履修年次によらず履修することができる。 

２ 環境放射能学専攻の学生は、博士前期課程にあっては別表５に定める開設授業科目の

うちから、別表６に定める履修基準により、博士後期課程にあっては別表７に定める開

設授業科目のうちから、別表８に定める履修基準により履修しなければならない。ただ

し、学則第２５条第１項及び第２項のただし書きによる在学期間の短縮を希望する者

は、別表５及び別表７の履修年次によらず履修することができる。 

３ 研究指導教員が必要と認めたときは、学則第２２条及び同第２３条の規定により、他

の研究科の授業科目及び他の大学院の授業科目を履修することができる。この場合にお

いて、修得した単位は、合わせて１０単位を超えない範囲で前項に規定する履修基準に

基づく単位数に含めることができる。 
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４ 学生が、学則第２３条の３の規定により修得した単位については、前項の規定により

修得した単位とは別に、１０単位を超えない範囲で研究科において修得したものとみな

し、第１項に規定する履修基準に基づく単位数に含めることができる。 

５ 博士前期課程にあっては、研究指導教員が必要と認めたときは、共生システム理工学

類の授業科目を履修することができる。この場合において、修得した単位は、別表２及

び別表６に定める履修基準に基づく単位数には含めない。 

６ 博士後期課程にあっては、研究指導教員が必要と認めたときは、博士前期課程又は修

士課程の授業科目を履修することができる。この場合において、修得した単位は、別表

４及び別表８に定める履修基準に基づく単位数には含めない。 

（履修計画） 

第８条 学生は、入学後、所定の期間内に研究指導教員の指導を受けて、あらかじめ研究

課題を定めなければならない。 

２ 学生は、前項に規定するもののほか、研究指導教員の指導を受けて、履修する授業科

目を定め、所定の様式により指定の期日までに届け出なければならない。 

（教育方法の特例） 

第９条 研究科における授業及び研究指導は、研究科委員会が特に必要と認める場合に限

り、夜間その他特定の時間又は時期に行うことができる。 

（試験） 

第１０条 授業科目の試験は、学期末又は学年末に行う。ただし、授業科目によっては研

究報告等により試験に代えることができる。 

２ 病気その他やむを得ない理由により、前項に規定する試験を受けることができなかっ

た学生については、追試験を行うことができる。 

（成績） 

第１１条 試験又は研究報告等の成績は、S、A、B、C及びFの５段階に評価し、S、A、

B及びCを合格、Fを不合格とする。 

（学位論文等） 

第１２条 修士論文又は特定の課題についての研究の成果（以下「修士論文等」とい

う。）は、研究指導教員の指導を受けて、指定の期間内に提出しなければならない。 

２ 博士論文は、研究指導教員の指導を受けて、指定の期間内に提出しなければならな

い。 

（最終試験） 
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第１３条 最終試験は、博士前期課程、博士後期課程の修了に必要な単位の授業科目を履

修中で、かつ、博士前期課程にあっては修士論文等を提出した者、博士後期課程にあっ

ては博士論文を提出した者について、口述又は筆記により行う。 

２ 最終試験の評価は、合格又は不合格とする。 

（研究プロジェクト型実践教育推進センター） 

第１４条 本研究科に研究プロジェクト型実践教育推進センターを置く。 

２ 前項に関する規程は、別に定める。 

（雑則） 

第１５条 この規程に定めるもののほか、学生の履修等に関し必要な事項は、研究科委員

会において定める。 

第１６条 この規程を改正しようとするときは、研究科委員会の議を経なければならな

い。 

附 則 

この規程は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

２ この規程による改正後の福島大学大学院共生システム理工学研究科規程第４条、第７

条、第１１条、第１３条、別表１及び別表２の規定は、平成２２年度入学生から適用

し、平成２２年３月３１日から引き続き在学する者にあっては、なお、従前の例によ

る。 

附 則 

１ この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

２ この規程による改正後の福島大学大学院共生システム理工学研究科規程別表１の規定

は、平成２３年度入学生から適用し、平成２３年３月３１日から引き続き在学する者に

あっては、なお、従前の例による。 

附 則 

この規程は、平成２３年１０月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２４年４月１７日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

附 則 

この規程は、平成２６年３月１２日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。 
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附 則 

この規程は、平成２６年３月１２日から施行し、平成２５年１０月１日から適用する。 

附 則 

１ この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ この規程による改正後の福島大学大学院共生システム理工学研究科規程別表１の規定

は、平成２７年度入学生から適用し、平成２７年３月３１日から引き続き在学する者に

あっては、なお、従前の例による。 

附 則 

１ この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ この規程による改正後の福島大学大学院共生システム理工学研究科規程別表１の規定

は、平成２８年度入学生から適用し、平成２８年３月３１日から引き続き在学する者に

あっては、なお、従前の例による。 

附 則 

この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ この規程による改正後の福島大学大学院共生システム理工学研究科規程別表１の規定

は、平成３０年度入学生から適用し、平成３０年３月３１日から引き続き在学する者に

あっては、なお、従前の例による。 

附 則 

１ この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ この規程による改正後の福島大学共生システム理工学研究科規程の規定は平成３１年

度入学生から適用し平成３１年３月３１日から引き続き在学する者にあっては、なお、

従前の例による。 

附 則 

１ この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この規程による改正後の福島大学共生システム理工学研究科規程の規定は令和３年度

入学生から適用し令和３年３月３１日から引き続き在学する者にあっては、なお、従前

の例による。 
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別表１ 

開設授業科目（博士前期課程） 

履修

分野 

領域 授業科目 履

修

年

次 

単位数 授業形

態 

備考 

必

修 

選

択 

自

由 

講

義 

演

習 

共通 基礎

領域 

共生システム特論 1  2  ○   

数

理・

情報

シス

テム

分野 

基礎

領域 

応用非線型解析特論Ⅰ 1  2  ○   

応用数学特論Ⅰ 1  2  ○   

ネットワークシステム特論Ⅰ 1  2  ○   

知能情報学特論Ⅰ 1  2  ○   

アルゴリズム特論Ⅰ 1  2  ○   

情報セキュリティ特論Ⅰ 1  2  ○   

ソフトウェア工学特論Ⅰ 1  2  ○   

データ工学特論Ⅰ 1  2  ○   

最適化特論Ⅰ 1  2  ○   

経営情報システム特論Ⅰ 1  2  ○   

交通物流システム工学特論Ⅰ 1  2  ○   

ロジスティクスシステム特論Ⅰ 1  2  ○   

技術経営(MOT)特論Ⅰ 1  2  ○   

生産システム最適化特論Ⅰ 1  2  ○   

発展

領域 

応用非線型解析特論Ⅱ 1  2   ○  

応用数学特論Ⅱ 1  2   ○  

ネットワークシステム特論Ⅱ 1  2   ○  

知能情報学特論Ⅱ 1  2   ○  

アルゴリズム特論Ⅱ 1  2   ○  

情報セキュリティ特論Ⅱ 1  2   ○  

ソフトウェア工学特論Ⅱ 1  2   ○  

データ工学特論Ⅱ 1  2   ○  
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最適化特論Ⅱ 1  2   ○  

経営情報システム特論Ⅱ 1  2   ○  

交通物流システム工学特論Ⅱ 1  2   ○  

ロジスティクスシステム特論Ⅱ 1  2   ○  

技術経営(MOT)特論Ⅱ 1  2   ○  

生産システム最適化特論Ⅱ 1  2   ○  

地域実践研究Ⅰ 1  2   ○  

地域実践研究Ⅱ 1  2   ○  

物

理・

メカ

トロ

ニク

ス分

野 

基礎

領域 

人間医工学特論Ⅰ 1  2  ○   

材料システム設計特論Ⅰ 1  2  ○   

物性物理学特論Ⅰ 1  2  ○   

宇宙と素粒子の物理学特論Ⅰ 1  2  ○   

感覚運動工学特論Ⅰ 1  2  ○   

パワーエレクトロニクス特論Ⅰ 1  2  ○   

エネルギーシステム工学特論Ⅰ 1  2  ○   

メカトロニクス特論Ⅰ 1  2  ○   

福祉工学特論Ⅰ 1  2  ○   

発展

領域 

人間医工学特論Ⅱ 1  2   ○  

材料システム設計特論Ⅱ 1  2   ○  

物性物理学特論Ⅱ 1  2   ○  

宇宙と素粒子の物理学特論Ⅱ 1  2   ○  

感覚運動工学特論Ⅱ 1  2   ○  

パワーエレクトロニクス特論Ⅱ 1  2   ○  

エネルギーシステム工学特論Ⅱ 1  2   ○  

メカトロニクス特論Ⅱ 1  2   ○  

福祉工学特論Ⅱ 1  2   ○  

特殊加工特論 1  2   ○  

地域実践研究Ⅰ 1  2   ○  

地域実践研究Ⅱ 1  2   ○  
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物

質・

エネ

ルギ

ー科

学分

野 

基礎

領域 

物理化学特論Ⅰ 1  2  ○   

無機化学特論Ⅰ 1  2  ○   

有機化学特論Ⅰ 1  2  ○   

合成化学特論Ⅰ 1  2  ○   

分析化学特論Ⅰ 1  2  ○   

材料物性特論Ⅰ 1  2  ○   

生物工学特論Ⅰ 1  2  ○   

無機固体化学特論Ⅰ 1  2  ○   

製造プロセス工学特論Ⅰ 1  2  ○   

資源材料工学特論Ⅰ 1  2  ○   

再生可能エネルギー特論 1  2  ○   

エネルギー政策特論 1  2  ○   

発展

領域 

物理化学特論Ⅱ 1  2   ○  

無機化学特論Ⅱ 1  2   ○  

有機化学特論Ⅱ 1  2   ○  

合成化学特論Ⅱ 1  2   ○  

分析化学特論Ⅱ 1  2   ○  

材料物性特論Ⅱ 1  2   ○  

生物工学特論Ⅱ 1  2   ○  

無機固体化学特論Ⅱ 1  2   ○  

製造プロセス工学特論Ⅱ 1  2   ○  

資源材料工学特論Ⅱ 1  2   ○  

風力エネルギー技術特論 1  2   ○  

太陽光発電特論 1  2   ○  

地球熱システム特論 1  2   ○  

工業材料特論 1  2   ○  

地域実践研究Ⅰ 1  2   ○  

地域実践研究Ⅱ 1  2   ○  

生

命・

基礎

領域 

植物生態学特論Ⅰ 1  2  ○   

植物多様性特論Ⅰ 1  2  ○   
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環境

分野 

動物形態学特論Ⅰ 1  2  ○   

環境微生物学特論Ⅰ 1  2  ○   

バイオ・エコエンジニアリング

特論Ⅰ 

1  2  ○   

地質学特論Ⅰ 1  2  ○   

流域水管理特論Ⅰ 1  2  ○   

環境モデリング特論Ⅰ 1  2  ○   

流域水循環特論Ⅰ 1  2  ○   

地下水盆管理計画特論Ⅰ 1  2  ○   

サウンドスケープ特論Ⅰ 1  2  ○   

環境計画特論Ⅰ 1  2  ○   

地域計画特論Ⅰ 1  2  ○   

精神生理学特論Ⅰ 1  2  ○   

神経生理学特論Ⅰ 1  2  ○   

実験心理学特論Ⅰ 1  2  ○   

発展

領域 

植物生態学特論Ⅱ 1  2   ○  

植物多様性特論Ⅱ 1  2   ○  

動物形態学特論Ⅱ 1  2   ○  

環境微生物学特論Ⅱ 1  2   ○  

バイオ・エコエンジニアリング

特論Ⅱ 

1  2   ○  

地質学特論Ⅱ 1  2   ○  

流域水管理特論Ⅱ 1  2   ○  

環境モデリング特論Ⅱ 1  2   ○  

流域水循環特論Ⅱ 1  2   ○  

地下水盆管理計画特論Ⅱ 1  2   ○  

サウンドスケープ特論Ⅱ 1  2   ○  

環境計画特論Ⅱ 1  2   ○  

地域計画特論Ⅱ 1  2   ○  

精神生理学特論Ⅱ 1  2   ○  
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神経生理学特論Ⅱ 1  2   ○  

実験心理学特論Ⅱ 1  2   ○  

地域実践研究Ⅰ 1  2   ○  

地域実践研究Ⅱ 1  2   ○  

 理工学セミナーⅠ 1 2    ○  

理工学セミナーⅡ 1 2    ○  

理工学セミナーⅢ 2 2    ○  

 修士論文研究Ⅰ 1 2    ○  

修士論文研究Ⅱ 1 2    ○  

修士論文研究Ⅲ 2 2    ○  

修士論文研究Ⅳ 2 2    ○  

別表２ 

履修基準（博士前期課程） 

区分 基準 単位数 

必修 修士論文研究Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ 8単位 

理工学セミナーⅠ、Ⅱ、Ⅲ 6単位 

選択必修 所属分野の基礎領域に含まれる授業科目 6単位 

所属分野の発展領域に含まれる授業科目 4単位 

自由選択 選択必修科目として選択していない科目、環境放射能学

専攻の授業科目又は他研究科等の授業科目 

6単位 

最低修得単位数合計 30単位 

※ 上記を修得し、本大学院が行う修士論文の審査に合格すること。 

別表３ 

開設授業科目（博士後期課程） 

領域 科目区分 授業科目 履修年次 単位数 授業形態 備考 

必

修 

選

択 

講

義 

演

習 

共通 共通科目A 共生システム特別講究 1前  2 ○   

人科学特別講究 1前  2 ○   
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共通科目B 工場管理特別演習 2前  2  ○  

研究開発企画演習 2前  2  ○  

イノベーション演習 2前  2  ○  

共生機械

システム

領域 

専門科目 共生システム科学特別講究

Ⅰ 

1前 2  ○   

共生システム科学特別講究

Ⅱ 

2前 2  ○   

実践特別講究Ⅰ 1後 2   ○  

実践特別講究Ⅱ 2後 2   ○  

共生機械システム特別演習 3前 2   ○  

特別研究 共生システム科学特別研究 1～3通 6   ○  

産業共生

システム

領域 

専門科目 共生システム科学特別講究

Ⅰ 

1前 2  ○   

共生システム科学特別講究

Ⅱ 

2前 2  ○   

実践特別講究Ⅰ 1後 2   ○  

実践特別講究Ⅱ 2後 2   ○  

産業共生システム特別演習 3前 2   ○  

特別研究 共生システム科学特別研究 1～3通 6   ○  

環境共生

システム

領域 

専門科目 共生システム科学特別講究

Ⅰ 

1前 2  ○   

共生システム科学特別講究

Ⅱ 

2前 2  ○   

実践特別講究Ⅰ 1後 2   ○  

実践特別講究Ⅱ 2後 2   ○  

環境共生システム特別演習 3前 2   ○  

特別研究 共生システム科学特別研究 1～3通 6   ○  
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別表４ 

履修基準（博士後期課程） 

区分 基準 単位数 

必修 所属する領域の「専門科目」5科目10単位、「特別研究」6単位、

計16単位修得 

16単位 

選択必修 共通科目に含まれる授業科目のうち共通科目A（「共生システム

特別講究」「人科学特別講究」のうち1科目必修）及び共通科目B

（「工場管理特別演習」「研究開発企画演習」「イノベーション

演習」のうち1科目必修） 

4単位 

最低修得単位数合計 20単位 

※上記を修得し、本大学院が行う博士論文の審査に合格すること。 
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別表５ 

開設授業科目及び履修基準（博士前期課程） 

領

域

区

分 

科目区

分 

履修

分野 

授業科目名 履

修

年

次 

単位数 授業形態 備考 

必

修 

選

択 

講

義 

演

習 

実

験

・

実

習 

基

礎

領

域 

実践科

目 

共通 環境放射能学演習 1 1   ○   

環境放射能学特別演習 1 1  ○   

共通科

目 

共通 核種分析学 1 2  ○    

放射線計測学 1 2 ○    

放射線影響学 1 2 ○    

放射生態学 1 2 ○    

環境放射能学Ⅰ 1 2 ○    

環境放射能学Ⅱ 1 2 ○    

放射能災害学 1 2 ○    

深

化

領

域 
 
 
 
 

応用科

目 

生態

学分

野 

水圏放射生態学 1  2 ○    

陸域放射生態学 1  2 ○    

森林放射能学 1  2 ○    

動物生態学 1  2 ○    

バイオ・エコエンジニアリング特論

Ⅰ ※ 

1  2 ○    

バイオ・エコエンジニアリング特論

Ⅱ ※ 

1  2  ○   

環境微生物学特論Ⅰ ※ 1  2 ○    

環境微生物学特論Ⅱ ※ 1  2  ○   

放射能生態実習 2 2    ○  

モデ

リン

陸域放射能動態学 1  2 ○    

移動現象論 1  2 ○    
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グ分

野 

放射能モデリング学特論 1  2 ○    

海洋放射能動態学特論 1  2 ○    

流域水管理特論Ⅰ ※ 1  2 ○    

流域水管理特論Ⅱ ※ 1  2  ○   

流域水循環特論Ⅰ ※ 1  2 ○    

流域水循環特論Ⅱ ※ 1  2  ○   

地下水盆管理計画特論Ⅰ ※ 1  2 ○    

地下水盆管理計画特論Ⅱ ※ 1  2  ○   

放射能モデリング実習 2 2    ○  

計測

分野 

陸域生物圏放射能動態学 1  2 ○    

放射能等の分離技術 1  2 ○    

放射線計測工学特論 1  2 ○    

物性物理学特論Ⅰ ※ 1  2 ○    

物性物理学特論Ⅱ ※ 1  2  ○   

分析化学特論Ⅰ ※ 1  2 ○    

分析化学特論Ⅱ ※ 1  2  ○   

メカトロニクス特論Ⅰ ※ 1  2 ○    

メカトロニクス特論Ⅱ ※ 1  2  ○   

放射能計測実習 2 2    ○  

講究科

目 

共通 修士論文研究Ⅰ 1 2   ○   

修士論文研究Ⅱ 2 2   ○   

修士論文研究Ⅲ 2 2   ○   

※は共生システム理工学研究科共生システム理工学専攻博士前期課程開講授業 
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別表６ 

履修基準（博士前期課程） 

区分 基準 単位数 

必修 基礎領域 実践科目 2単位 

基礎領域 共通科目 14単位 

深化領域 所属する分野の応用科目に含まれる必修科目 2単位 

深化領域 修士論文研究Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ 6単位 

選択必修 深化領域 所属する分野の応用科目に含まれる選択科目 6単位 

最低修得単位数合計 30単位 

※ 上記を修得し、本大学院が行う修士論文の審査に合格すること。 
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別表７ 

開設授業科目（博士後期課程） 

科目区分 

 

授業科目の名称 履修年次 単位数 授業形

態 

必

修 

選

択 

演

習 

実

験

・

実

習 

基

礎

科

目 

生態学

分野 

放射生態学特別演習Ⅰ 

放射生態学特別演習Ⅱ 

1前 

1後 

 2 

2 

 

 

 

○ 

○ 

モデリ

ング分

野 

放射能動態解析特別演習Ⅰ 

放射能動態解析特別演習Ⅱ 

1前 

1後 

 2 

2 

 

 

 ○ 

○ 

計測分

野 

放射能計測特別演習Ⅰ 

放射能計測特別演習Ⅱ 

 

1前 

1後 

 2 

2 

 ○ 

○ 

応 

 
用 
 

科 
 

目 

共通 環境放射能特別演習Ⅰ 

環境放射能特別演習Ⅱ 

環境放射能特別講演Ⅲ 

サイエンスコミュニケーション特別演習 

2前 

2後 

3前 

3後 

2 

2 

2 

2 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

講 
 

究 
 

科 
 

目 

共通 環境放射能特別研究 1～3通 6  

 

○  
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別表８ 

履修基準（博士後期課程） 

区分 基準 単位数 

必修 応用科目必修8単位、講究科目必修6単位、合計14単位修得 14単位 

選択必修 所属分野の基礎科目4単位を含む6単位修得 6単位 

最低修得単位数合計 20単位 
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